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2021年4月1日

厚生労働省大臣官房審議官（総合政策担当）

宮 崎 敦 文

地域ケアサービスの現状と課題
ー団塊世代は何をすべきかー

令和６年６月２８日

人口減少、超少子高齢社会へ
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令和５年推計値
（日本の将来推計人口）

実績値
（国勢調査等）

○ 日本の人口は近年減少局面を迎えている。2070年には総人口が9,000万人を割り込み、高齢化率は
39％の水準になると推計されている。

人口（万人）
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15～64歳割合

高齢化率（65歳以上人口割合）

合計特殊出生率

15～64歳人口

14歳以下人口

65歳以上人口

2020年
59.5%

2020年
28.6%

2020年
1.33

2020年総人口
12,615万人

2040年総人口
11,284万人

3,928万人

6,213万人

1,142万人

2070年総人口
8,700万人

3,367万人

4,535万人

797万人

（出所） 2020年までの人口は総務省「国勢調査」、合計特殊出生率は厚生労働省「人口動態統計」、
2025年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和５年推計）」（出生中位（死亡中位）推計）

日本の人口の推移

3,603万人
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1,503万人

（年）
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間
の
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数
（率
）

（万人） （％）

増加
＋326万人

1億2,615万人
1億1,284万人

8,700万人
減少

▲561万人

減少
▲1,295万人

減少
▲1,678万人

84.1万人
（1.33）

67.5万人
（1.33）

45.3万人
（1.36）

（出所） 2020年の人口は総務省「国勢調査」、出生数は厚生労働省「人口動態統計」
2040年及び2070年は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和５年推計）」（出生中位（死亡中位）推計）、出生数は日本人。

今後の人口構造の急速な変化
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2023年

- 総人口

:1億2441万人

（年間▲57万

人）

- 生産年齢人口

:7386万人

- 高齢者人口

:3635万人

2023 2025 2030 2035 2040

2023年～

生産年齢人口の減少が加速化

（年間▲50～60万人）

2040年

- 総人口：1億1284万人
（年間▲78万人）

- 生産年齢人口:6213万人

（2030年に比べ▲900万人）

2022年～

2024年

後期高齢

者が急増

する

（年間＋

80万人）

2025年

団塊の世代

全員が後期

高齢者へ

（後期高齢

者総数2155

万人）

2026年

～

後期高齢

者の増加

率が低下

2030年～

高齢者数が安定し始める（年間＋20～30万人）

- 多くの地域で高齢者数は減少、首都圏では

高齢者（後期高齢者）は増加し続ける。

2042年

高齢者総数が3953

万人となり、ピーク

を迎える

2025年

認知症：675万人

2030年

認知症：744万人

（2025年より69万人増）

2040年

認知症：802万人

（2030年より58万人増）

2025年

介護職員必要数：

243万人（年間＋

5.3万人）

2040年

介護職員必要数：280万人

（2025年より37万人増）

2035年～

就職氷河期世代が高

齢者になり始める

2040年

単身高齢世帯：1041万世帯

（2030年より150万世帯増、高

齢世帯の４3%）

2030年

- 総人口：1億2000万人
（年間▲66万人）

- 生産年齢人口:7076万人

（2023年に比べ▲300万人）

2025年

単身高齢世帯：816万世帯

2030年

単身高齢世帯：887万世帯

（2025年より71万世帯増）

5

2040年までの人口等に関する短期・中期・長期の見通し

【出典】
・人口について：総務省「人口推計」（令和４年１月1日現在）、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」（出生中位（死亡中位）推計）
・世帯数について：国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（全国推計）（平成30年推計）」
・認知症について：厚生労働科学研究費補助金厚生労働科学特別研究事業「日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研究」（研究代表者：二宮利治（平成27年３月））。各年齢の認知症有病率が一定の場合の将来推計。
・介護職員数の必要数について：市町村により第８期介護保険事業計画に位置づけられたサービス見込み量（総合事業を含む）等に基づく都道府県による推計値を集計したもの。

深刻な少子化



2024/7/4

4

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020
資料：国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集」、2023年の日本は「人口動態統計」、シンガポールは世界銀行「World Development Indicators」より

合
計
特
殊
出
生
率

○ 我が国の出生率は、ドイツ、南欧・東欧諸国、アジアNIESとともに、国際的に最低水準
○ 202３年も1.2０と依然として低い水準にあり、長期的な少子化の傾向が継続

ドイツ
1.58(2021)

日本
1.20(2023) 

イギリス
1.53(2021)

フランス
1.84(2021)

スウェーデン
1.67(2021)

アメリカ
1.66(2021)

韓国 0.78 (2022)
シンガポール
1.1(2021)
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諸外国の合計特殊出生率の推移



2024/7/4

5



2024/7/4

6

（出所） 総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和５年推計）」（出生中位（死亡中位）推計

1990年(実績) 2040年 2070年

75歳～
599( 5%)

65～74歳
894( 7%)

総人口
1億2,361万人

総人口
1億1,284万人

65～74歳
1,187(14%)

15～64歳
4,535(52%)

～14歳
797(9%)

総人口
  8,700万人

７５

６５

歳

75歳～
2,180(25%)

15～64歳
8,614(70%)

～14歳
2,254(18%)

１５

万人
５０ １００ １５０ ２０００ ２５０

～14歳
1,142(10%)

75歳～
2,227(20%)

65～74歳
1,701(15%)

15～64歳
6,213(55%)

○団塊のジュニア世代が６５歳となる2040年には、65歳以上が全人口の35％となる。
○2070年には、人口は8,700万人にまで減少するが、一方で、65歳以上は全人口の約39％となる。

2020年(実績)

65～74歳
 1,742(14%)

75歳～
 1,860(15%)

総人口
1億2,615万人

～14歳
1,503(12%)

15～64歳
7,509(60%)

団塊世代
（1947～49年

生まれ）

団塊ジュニア世代
（1971～74年

生まれ）

日本の人口ピラミッドの変化

万人
５０ １００ １５０ ２０００ ２５０

万人
５０ １００ １５０ ２０００ ２５０

万人
５０ １００ １５０ ２０００ ２５０
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現役世代の減少（人手不足）
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2023年

- 総人口

:1億2441万人

（年間▲57万

人）

- 生産年齢人口

:7386万人

- 高齢者人口

:3635万人

2023 2025 2030 2035 2040

2023年～

生産年齢人口の減少が加速化

（年間▲50～60万人）

2040年

- 総人口：1億1284万人
（年間▲78万人）

- 生産年齢人口:6213万人

（2030年に比べ▲900万人）

2022年～

2024年

後期高齢

者が急増

する

（年間＋

80万人）

2025年

団塊の世代

全員が後期

高齢者へ

（後期高齢

者総数2155

万人）

2026年

～

後期高齢

者の増加

率が低下

2030年～

高齢者数が安定し始める（年間＋20～30万人）

- 多くの地域で高齢者数は減少、首都圏では

高齢者（後期高齢者）は増加し続ける。

2042年

高齢者総数が3953

万人となり、ピーク

を迎える

2025年

認知症：675万人

2030年

認知症：744万人

（2025年より69万人増）

2040年

認知症：802万人

（2030年より58万人増）

2025年

介護職員必要数：

243万人（年間＋

5.3万人）

2040年

介護職員必要数：280万人

（2025年より37万人増）

2035年～

就職氷河期世代が高

齢者になり始める

2040年

単身高齢世帯：1041万世帯

（2030年より150万世帯増、高

齢世帯の４3%）

2030年

- 総人口：1億2000万人
（年間▲66万人）

- 生産年齢人口:7076万人

（2023年に比べ▲300万人）

2025年

単身高齢世帯：816万世帯

2030年

単身高齢世帯：887万世帯

（2025年より71万世帯増）
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2040年までの人口等に関する短期・中期・長期の見通し

【出典】
・人口について：総務省「人口推計」（令和４年１月1日現在）、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」（出生中位（死亡中位）推計）
・世帯数について：国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（全国推計）（平成30年推計）」
・認知症について：厚生労働科学研究費補助金厚生労働科学特別研究事業「日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研究」（研究代表者：二宮利治（平成27年３月））。各年齢の認知症有病率が一定の場合の将来推計。
・介護職員数の必要数について：市町村により第８期介護保険事業計画に位置づけられたサービス見込み量（総合事業を含む）等に基づく都道府県による推計値を集計したもの。
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▲1,295万人

減少
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84.1万人
（1.33）

67.5万人
（1.33）

45.3万人
（1.36）

（出所） 2020年の人口は総務省「国勢調査」、出生数は厚生労働省「人口動態統計」
2040年及び2070年は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和５年推計）」（出生中位（死亡中位）推計）、出生数は日本人。

今後の人口構造の急速な変化
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2018 2025 2040

826万人
（12%）

6,665万人

940万人程度
（14~15%程度）うち

医療･福祉

需要面から推計した医療福祉分野の就業者数の推移

20402040

1,070万人程度
（18~20%程度）

6,082万人

6,490万人
～（※）

5,245万人

6,024万人
～（※）

需要面・供給面を勘案した
「医療・福祉」の就業者数 

経済成長と労働参加が
適切に進むケース

6,024万人

974万人
（16%）

・ 改革により生産性が
向上し、
・ 医療・介護需要が
一定程度低下した場合

（参考） 

改革後の就業者数

2040年に向けたマンパワーのシミュレーション（平成30年5月21日）の改定

963万人

926万人
～

①多様な就労・社会参加

②健康寿命の延伸
⇒男女ともに３年以上延伸し、
75歳以上に

③医療・福祉サービス改革
⇒単位時間当たりのサービス提供を
５％（医師は７％）以上改善

※総就業者数は独立行政法人労働政策研究・研修機構「労働力需給の推計」（2019年３月）による。
総就業者数のうち、下の数値は経済成長と労働参加が進まないケース、上の数値は進むケースを記載。

※2018年度の医療・福祉の就業者数は推計値である。

令和元年５月29日
2040年を展望した社会保障・
働き方改革本部 配付資料

15
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後期高齢者の増加、高齢化の地域差

2023年

- 総人口

:1億2441万人

（年間▲57万

人）

- 生産年齢人口

:7386万人

- 高齢者人口

:3635万人
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2023年～

生産年齢人口の減少が加速化

（年間▲50～60万人）

2040年

- 総人口：1億1284万人
（年間▲78万人）

- 生産年齢人口:6213万人

（2030年に比べ▲900万人）

2022年～

2024年

後期高齢

者が急増

する

（年間＋

80万人）

2025年

団塊の世代

全員が後期

高齢者へ

（後期高齢

者総数2155

万人）

2026年

～

後期高齢

者の増加

率が低下

2030年～

高齢者数が安定し始める（年間＋20～30万人）

- 多くの地域で高齢者数は減少、首都圏では

高齢者（後期高齢者）は増加し続ける。

2042年

高齢者総数が3953

万人となり、ピーク

を迎える

2025年

認知症：675万人

2030年

認知症：744万人

（2025年より69万人増）

2040年

認知症：802万人

（2030年より58万人増）

2025年

介護職員必要数：

243万人（年間＋

5.3万人）

2040年

介護職員必要数：280万人

（2025年より37万人増）

2035年～

就職氷河期世代が高

齢者になり始める

2040年

単身高齢世帯：1041万世帯

（2030年より150万世帯増、高

齢世帯の４3%）

2030年

- 総人口：1億2000万人
（年間▲66万人）

- 生産年齢人口:7076万人

（2023年に比べ▲300万人）

2025年

単身高齢世帯：816万世帯

2030年

単身高齢世帯：887万世帯

（2025年より71万世帯増）
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2040年までの人口等に関する短期・中期・長期の見通し

【出典】
・人口について：総務省「人口推計」（令和４年１月1日現在）、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」（出生中位（死亡中位）推計）
・世帯数について：国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（全国推計）（平成30年推計）」
・認知症について：厚生労働科学研究費補助金厚生労働科学特別研究事業「日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研究」（研究代表者：二宮利治（平成27年３月））。各年齢の認知症有病率が一定の場合の将来推計。
・介護職員数の必要数について：市町村により第８期介護保険事業計画に位置づけられたサービス見込み量（総合事業を含む）等に基づく都道府県による推計値を集計したもの。
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第2次ベビーブー
ム
 1971～1974年

1973年209万人

わが国の年間出生数と出生率の推移

1957

年

2.04
ひのえうま

1966年 1.58

1989年

１.57

1974

年

2.05
2005年

１.26

2022年

出生数 77万人

出生率 １.26

第1次ベビーブーム 1947～1949年
1947年 270万人

「静止人口」の実現

2015年 1.45

19

●1990年代後半 ～2010年代前半
「第３次ベビーブームの喪失」

 ・「第3次ベビーブーム」が期待さ

 れたが、経済危機が発生する中で、

晩婚化の進行、未婚者の急増により、

出生率が1.26（2005年）と過去最低に

落ち込んだ。

第2次ベビーブーム 1971～1974年
1973年 209万人

65歳
引退～高齢者に

75歳
後期高齢者に

85歳
超後期高齢者に

第1次ベビーブーム世代
1947～1949年 2012-2014 2022-2024 2032-2034

第2次ベビーブーム世代
1971～1974年 2036-2039 2046-2049 2056-2059

2015 2025 2040

2040

20
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25.4%

47.4%

73.2%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

65～69 70～74 75～79 80～84 85～89 90～

出典：2022年９月末認定者数（介護保険事業状況報告）及び2022年10月１日人口
（総務省統計局人口推計）から作成

歳

７５歳以上全体の認定率：３１．５％

８５歳以上全体の認定率：５７．７％

年齢階級別の要介護認定率 年齢階級別の人口１人当たりの介護給付費

（万円/年）

出典：2021年度「介護給付費等実態統計」及び2021年10月１日人口（総務省統計局人
口推計）から作成

注）高額介護サービス費、高額医療合算介護サービス費は含まない。
補足給付に係る費用は、サービスごとに年齢階級別受給者数に応じて按分。

○要介護認定率は、年齢が上がるにつれ上昇。特に、85歳
以上で上昇。

○ 一人当たり介護給付費は85歳以上の年齢階級で急増。

６５歳以上全体の認定率：１８．９％

各年齢階層別の認定率

3.3 6.6 
14.3 

31.5 

68.9 

145.0 

0

20

40

60

80

100

120

140

160

65～69 70～74 75～79 80～84 85～89 90～

歳

22

年齢階級別の認知症有病率
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■ 都道府県別の将来推計人口

○ １１県では、2020年と比較して2050年の総人口が３０％以上減少。
・2050年の総人口は、東京都を除いたすべての道府県で2020年を下回り、秋田県など 11 県では 2050 年
の総人口 が 2020 年と比較して 30％以上減少。

・全国推計においては総人口の減少率が前回推計より緩和したものの、2045年時点の総人口が前回推計を
上回る都道府県は、東京圏に属する都県のほか25にとどまる。

○ ２５道県では、2050年に６５歳以上人口割合が４０％を超える。
・2050年の65歳以上人口割合が40％を超えるのは、秋田県（49.9％）をはじめとして25道県にのぼる一方
で、 最も低いのは東京都（29.6％）。

■ 市区町村別の将来推計人口

○ 2050年の総人口が2020年の半数未満となる市区町村は約２０％に達する。
・2050年の総人口が2020年より減少する市区町村数は1,651(1,728市区町村数の95.5％)で、うち０～３割
減少するのが605(同35.0％)、３～５割減少が705(同40.8％)、５割以上減少が341(同19.7％) 。

○ 2050年には、６５歳以上人口が総人口の半数以上を占める市区町村が３０％を超
える一方で、 2050年の６５歳以上人口が2020年を下回る市区町村は約７０％。
・65歳以上人口割合が上昇する市区町村は1,696（同98.1％)であり、総人口の50％以上を占める市区町村
数は、2020年の59(同3.4％)から2050年の557(同32.2％)に増加。

○ 2050年の０～１４歳人口は９９％の市区町村で2020年を下回る。

地域別の将来推計人口（「日本の地域別将来推計人口（令和5年推計）」より抜粋）

23

19,215 

58,698 

-150,000

-100,000

-50,000

0

50,000

100,000

150,000

（人）

（年）

34歳以下

35-59歳

60歳以上

地方への
流出超過

首都圏への
流出超過

◆ 2040年には、人口５千人未満の自治体が全体の約４分の１を占める見込み
◆広域的な労働移動が今後も進むと、若い世代が支えている地方の産業が維持
できなくなる懸念

◆医療・福祉をはじめとする公共サービス等へのアクセスの確保も大きな課題

101,548 

82,670 

120,763 

141,368 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000
（人）

（年）

地方⇒首都圏

首都圏⇒地方

全体 34歳以下

資料：厚生労働省雇用政策研究会報告書（2019年７月26日）より一部改変。
（注）厚生労働省政策統括官付参事官付雇用・賃金福祉統計室「雇用動向調査」における個票情報を職業安定局雇用政策課に
          おいて特別集計して作成。「首都圏」とは、「東京」「埼玉」「千葉」「神奈川」をさす。地方とはそれ以外をさす。

地域の縮小

24
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一人暮らし高齢者の増加
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2023年

- 総人口

:1億2441万人

（年間▲57万

人）

- 生産年齢人口

:7386万人

- 高齢者人口

:3635万人

2023 2025 2030 2035 2040

2023年～

生産年齢人口の減少が加速化

（年間▲50～60万人）

2040年

- 総人口：1億1284万人
（年間▲78万人）

- 生産年齢人口:6213万人

（2030年に比べ▲900万人）

2022年～

2024年

後期高齢

者が急増

する

（年間＋

80万人）

2025年

団塊の世代

全員が後期

高齢者へ

（後期高齢

者総数2155

万人）

2026年

～

後期高齢

者の増加

率が低下

2030年～

高齢者数が安定し始める（年間＋20～30万人）

- 多くの地域で高齢者数は減少、首都圏では

高齢者（後期高齢者）は増加し続ける。

2042年

高齢者総数が3953

万人となり、ピーク

を迎える

2025年

認知症：675万人

2030年

認知症：744万人

（2025年より69万人増）

2040年

認知症：802万人

（2030年より58万人増）

2025年

介護職員必要数：

243万人（年間＋

5.3万人）

2040年

介護職員必要数：280万人

（2025年より37万人増）

2035年～

就職氷河期世代が高

齢者になり始める

2040年

単身高齢世帯：1041万世帯

（2030年より150万世帯増、高

齢世帯の４3%）

2030年

- 総人口：1億2000万人
（年間▲66万人）

- 生産年齢人口:7076万人

（2023年に比べ▲300万人）

2025年

単身高齢世帯：816万世帯

2030年

単身高齢世帯：887万世帯

（2025年より71万世帯増）

27

2040年までの人口等に関する短期・中期・長期の見通し

【出典】
・人口について：総務省「人口推計」（令和４年１月1日現在）、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」（出生中位（死亡中位）推計）
・世帯数について：国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（全国推計）（平成30年推計）」
・認知症について：厚生労働科学研究費補助金厚生労働科学特別研究事業「日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研究」（研究代表者：二宮利治（平成27年３月））。各年齢の認知症有病率が一定の場合の将来推計。
・介護職員数の必要数について：市町村により第８期介護保険事業計画に位置づけられたサービス見込み量（総合事業を含む）等に基づく都道府県による推計値を集計したもの。

28

7.9

9.9

12.4

15.5

18.7

20.7

22.1

4.9
5.4

6.6

8.5

10.9

12.9

14.6

3.6

5.8

8.2

10.3

13.1

16.5

19.5

4.0

4.3 4.7
5.5

7.1

9.6

12.4

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年

65歳以上男性

65歳以上女性

75歳以上男性

75歳以上女性

未婚率の将来推計（高齢者）

資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（全国推計）」（令和６年推計）

（％）
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14.3

21.5

28.2

32.8

37.5

42.9

47.1 47.3
49.8

51.8 52.7

49.8
48.6 48.7 48.7 48.7

9.2
7.8 8.5

11.1
13.5

15.2

20.6
21.7

19.0 18.1

20.9

24.0

30.6

40.4

48.2

54.0

59.1
60.3

63.2
65.8

64.2
61.8 61.8 61.7 61.3 61.6

2.2 1.7 1.7 1.6 1.7 1.5 1.2 1.3 1.5 1.7 2.1 2.6
3.9

5.6

9.0

12.6

16.0

20.1

24.8

28.2 29.2 29.4 30.1 30.4 29.5
28.4

1.8 1.6 1.5 1.4 1.5 1.4 1.5 1.9 2.5 3.3 4.3 4.4 4.3 4.3 5.1 5.8
7.3

10.6

14.9

17.8
19.4 20.2 21.2 22.2 21.7

20.1

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0
男性30-34歳 未婚者比率

女性25-29歳 未婚者比率

50歳時未婚率（男性）

50歳時未婚率（女性）

未婚割合の推移

資料出所：総務省「国勢調査」及び国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（全国推計）（令和６年推計）」
注1：男性30～34 歳未婚率、女性25～29 歳未婚率は、2020 年までは「国勢調査」、2025年以降は「日本の世帯数の将来推計」による。
注2：50 歳時未婚率は、50 歳時点で一度も結婚をしたことのない人の割合であり、2020 年までは「国勢調査」、

2025年以降は「日本の世帯数の将来推計」より45 歳～49 歳の未婚率と50 歳～54 歳の未婚率の平均。
注3：2015年及び2020年は不詳補完値に基づく

推計値
（日本の世帯数の将来推計）

実績値
（国勢調査）（％）

（年）

○ 50歳時未婚率は、急速な上昇を続けており、2020年の実績では、男性が約28％、女性が約18％となっている。2050年には
男性で約28％、女性で約20％になると見込まれる。

○単身世帯、高齢者単身世帯（※１） ともに、今後とも増加が予想されている。
単身世帯は、2050年で44．3％に達する見込み。（全世帯数約5,570万世帯（2020年））

世帯構成の推移と見通し

（出典） 総務省統計局「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（全国推計）（令和６年推計）」
（※１）世帯主が65歳以上の単身世帯を、高齢者単身世帯とする。
（※２）全世帯数に対する高齢者単身世帯の割合はグラフのとおりだが、世帯主年齢65歳以上世帯に対する割合は、35.2％（2020年）から45.1％ （2050年）へと上昇。
（※３）子については、年齢にかかわらず、世帯主との続き柄が「子」である者を指す。
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31

18.8

27.1

33.1

34.8

43.5

54.2

53.6

56.8

50.5

46.8

42.9

41.8

38.0

37.8

10.4

13.7

11.2

14.7

6.6

5.6

6.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2020年

2015年

2010年

2005年

2000年

1995年

1990年

【 子どもや孫との付き合い方に関する意識の変化 】（1990年→2020年）

子供や孫とは、いつも一緒に生活できるのがよい

子供や孫とは、ときどき会って食事や会話をする

のがよい

子供や孫とは、たまに会話する程度でよい

子供や孫とは、全くつき合わずに生活するのがよ

い

わからない

無回答

意識の変化－１

資料：内閣府「高齢者の生活意識に関する国際比較調査」
（注）60歳以上の男女個人に対するアンケート調査である。

18.6

17.5

37.4

12.1

6.9
6.0

1.5
自宅で家族中心に介護を受けたい

自宅で家族の介護と外部の介護サービスを組み合
わせて介護を受けたい

家族に依存せずに生活ができるような介護サービス
があれば自宅で介護を受けたい

有料老人ホームやケア付き高齢者住宅に住み替えて
介護を受けたい

特別養護老人ホームなどの施設で介護を受けたい

医療機関に入院して介護を受けたい

その他

意識の変化－２

32

資料 ： 厚生労働省政策統括官付政策評価官室委託「高齢社会に関する意識調査」（2016年）
（注）全国の40歳以上の男女を対象に、「自分の介護が必要になった場合にどこでどのような介護を受けたいですか。」と尋ねたもの。

【 どこでどのような介護を受けたいか 】
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意識の変化－３

33
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「隣近所の人とのつきあい」 形式的つ
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部分的つ

きあい

全面的つ

きあい

（年）

11%
15%

27%

26%

38%
33%

59%

45%

37%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

1973 1978 1983 1988 1993 1998 2003 2008 2013 2018

「職場の同僚とのつきあい」

（年）

8%

13%

26%

40%

45%

43%

51%

41%

30%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

1973 1978 1983 1988 1993 1998 2003 2008 2013 2018

「親せきとのつきあい」

（年）

資料：NHK放送文化研究所「日本人の意識調査」
（注）「形式的つきあい」「部分的つきあい」「全面的つきあい」の定義

はそれぞれ以下のとおり。
「形式的つきあい」：一応の礼儀を尽くす程度のつきあい
「部分的つきあい」：気軽に行き来できるようなつきあい
「全面的つきあい」：なにかにつけ相談したりたすけ合えるような

つきあい

【 つきあいとして望ましいと考えられているもの 】

プラス材料①

少子化に対する危機感の浸透
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「少子化・人口減少の問題はその深刻さに比べ日本全体としての取り組みが非常に遅
れている。その最大の理由は、社会や経済の存続を脅かす問題であるという認識が
共有されていないことにある。

この点で現状は、1990年代前半に日本銀行で不良債権問題に取り組んでいた時と似
ており、既視感を覚える。」

元日銀総裁 白川方明氏

2024年6月2日 日経新聞

２０２４年６月 NHK世論調査

プラス材料②

DXの進展
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全国医療情報
プラットフォーム

全国医療情報プラットフォーム

行政職員・研究者
医薬品産業等

医療情報基盤 介護情報基盤

電子処方箋管理サービス

電子カルテ情報共有サービス(仮称)

医療機関・薬局

医療保険者

国民

救急隊

電子カルテ
レセコン等

保険者業務
システム等

介護事業所

介護業務
ソフト等

自治体・保健所

健康管理
システム等

特定健診等データ収集/管理システム

オンライン資格確認等システム

オンライン資格確認システム

資格情報

特定健診等情報

薬剤情報
(レセプト)

医療費情報
(レセプト)

*カルテ情報

全国医療情報プラットフォームの全体像（イメージ）

1 救急・医療・介護現場の切れ目ない情報共有

異なる領域の基盤間連携

2 医療機関・自治体サービスの効率化・負担軽減

3 健康管理、疾病予防、適切な受診等のサポート

4 公衆衛生、医学・産業の振興に資する二次利用

❶

専用
アプリ

≪医療DXのユースケース・メリット例≫

✓意識不明時に、検査状況や薬剤情報等が把握され、迅速に的確な治療を受けられる。

✓入退院時等に、医療・介護関係者で状況が共有され、より良いケアを効率的に受けられる。

医療機関・薬局 介護事業所

医療機関

DPC

がん登録

予防接種感染症

指定難病 小児慢性
特定疾病

介護DBNDB

障害福祉

DPC

がん登録

介護DBNDB

指定難病 小児慢性
特定疾病

DPC

がん登録

介護DBNDB 解
析
基
盤

国民

二次利用データベース群(例)

マイナ
ポータル

問診票・予診票入力、データ提供同意

接種通知、患者サマリー情報等

✓ 受診時に、公費助成対象制度について、紙の受給者証の持参が不要になる。

✓ 情報登録の手間や誤登録のリスク、費用支払に対する事務コストが軽減される。

✓ 予診票や接種券がデジタル化され、速やかに接種勧奨が届くので能動的でス
ムーズな接種ができる。予診票・問診票を何度も手書きしなくて済む。

✓ 自分の健康状態や病態に関するデータを活用し、生活習慣病を予防する行動
や、適切な受診判断等につなげることができる。

✓ 政策のための分析ができることで、次の感染症危機への対応力強化につながる。

✓ 医薬品等の研究開発が促進され、よりよい治療や的確な診断が可能になる。

行政職員・研究者

解析ソフト等

行政・自治体情報基盤

❸

❸

救急隊

意識不明による
救急搬送中の確認

救急医療
・入院中の確認

施設入所時
・リハビリ中の確認

医療情報基盤

国民

行政・自治体情報基盤

閲覧

健診結果(母子保健)、
接種記録等の連携

医療機関 自治体

手入力不要
持参不要

公費助成情報
の連携

自治体

閲覧

マイナ
ポータル 患者

❷

異なる領域の基盤間連携

※システム詳細検討中

H

H

H H

科学的介護情報システム(LIFE)

介護情報データベース(仮称)

要介護認定情報

LIFE情報

ケアプラン

介護情報
（レセプト）

※連携方法検討中

各DBの
データ連携

オンライン資格確認システム

医療情報閲覧機能

救急時医療情報閲覧機能

診療情報
(レセプト)

同意情報

*傷病名、アレルギー、薬剤禁忌
感染症、検査情報、処方情報

❸

※システム詳細検討中

医療保険者等向け中間サーバー

マイナ
ポータル

介護保険者

介護保険
システム等

資格情報

※共有する介護情報については検討中

PMH(Public Medical Hub)

公費助成情報

母子保健

予防接種

処方・調剤情報

紹介状・退院時サマリ等

ケアプランデータ連携システム

ADL、栄養・摂食嚥下、口腔衛生情報等

民間のヘルスケアサービス等❹ 二次利用基盤

履歴照会・回答システム

医療・介護データ等の解析基盤(HIC)

DPC

がん登録

予防接種感染症

指定難病 小児慢性
特定疾病

介護DBNDB

障害福祉※匿名化識別IDを付与するシステム etc...

❹
DPC

がん登録

介護DBNDB

小児慢性
特定疾病がん登録

ライフログ等

自治体等向け中間サーバー

第４回医療DX令和ビジョン2030厚生労働省推進チーム
（令和５年８月30日）資料２－２より抜粋
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プラス材料③

認知症の有病率や要介護認定率は改善
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プラス材料④

社会保障制度改革の進展

○ 日本は1980年から2020年までの40年間で高齢化率は約20％上昇しており、社会支出の対GDP比も約
15％程度増加している。一方、フランスの社会支出の対GDP比は30％を超えている。

出典：OECD： 社会支出について、Social Expenditure Database （20230210閲覧）
高齢化率の各国はUnited Nations：World Population Prospects2022

（注） 社会支出は、公的社会支出（Public Expenditure）＋義務的私的社会支出（Mandatory Private Expenditure）。

高齢化率と社会保障の給付規模の国際比較

42
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（注） OECD：”Social Expenditure Database”に基づき、厚生労働省政策統括官（総合政策担当）付政策統括室で算出したもの（20230210閲覧）。2019年の数値。
OECD社会支出基準に基づく社会支出データを用いているため、社会保障給付費よりも広い範囲の費用（施設整備費等）も計上されている。

社会保障給付の部門別の国際的な比較（対GDP比）

43

（注） OECD：”Social Expenditure Database”に基づき、厚生労働省政策統括官付政策統括室で算出したもの（20230210閲覧）。いずれも2019年の数値。
OECD社会支出基準に基づく社会支出データを用いているため、社会保障給付費よりも広い範囲の費用（施設整備費等）も計上されている。
高齢化率は人口統計資料集（国立社会保障・人口問題研究所）の2020年の数値。ただし、アメリカ、イギリスは2018年

○ 我が国の社会保障給付の規模を部門別に比較すると、
・ 年金 ― 米英を上回るが、仏を下回る規模
・ 医療 ― 欧州諸国を上回るが、米国を下回る規模
・ その他の給付 ― 米国を上回るが、欧州諸国をかなり下回る規模 となっている

社会保障給付の部門別の国際的な比較（対GDP比）

44
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国民負担率の国際比較

国民負担率 45.1 (32.5) 48.1 (34.4) 33.9 (27.1) 47.6 (36.2) 54.9 (42.0) 55.0 (37.1) 68.0 (47.2)

潜在的
国民負担率

50.9 (36.7) 57.3 (41.0) 48.5 (38.7) 58.0 (44.0) 59.8 (45.7) 55.0 (37.1) 77.4 (53.7)

（対
国
民
所
得
比
：％
）

【国民負担率＝租税負担率＋社会保障負担率】 【潜在的国民負担率＝国民負担率＋財政赤字対国民所得比】

租税負担率

社会保障負担率

財政赤字対国民所得比

（対国民所得比：％（括弧内は対GDP比））

フランス
（2021年）

スウェーデン
（2021年）

ドイツ
（2021年）

英国
（2021年）

米国
（2021年）

日本
（2024年度）

日本
（2021年度）

（注１） 日本の2024年度（令和６年度）は見通し、2021年度（令和３年度）は実績。ドイツについては推計による2021年暫定値、それ以外の国は実績値。
（注２） 財政収支は、一般政府（中央政府、地方政府、社会保障基金を合わせたもの）ベース。

ただし、日本については、社会保障基金を含まず、米国については、社会保障年金信託基金を含まない。
（出典）日本：内閣府「国民経済計算」等 諸外国：OECD “National Accounts”、 “Revenue Statistics”、 “Economic Outlook 114”（2023年11月）
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（注１） OECD加盟国38カ国中36カ国。オーストラリア、エストニア、ドイツについては推計による暫定値。それ以外の国は実績値。コロンビア及びアイスランドについては、国民所得の計数が取得できないため掲載していない。
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（出典）日本：内閣府「国民経済計算」等 諸外国：OECD “National Accounts”、 “Revenue Statistics” 46
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2040年頃までを視野にいれた医療提供体制

のイメージ（たたき台案）
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全世代型社会保障の基本的考え方

全世代型社会保障構築会議 報告書（令和４年12月16日）（概要）

１．目指すべき社会の将来方向
①「少子化・人口減少」の流れを変える
・少子化・人口減少の進行は、経済活動における供給（生産）及び需要（消費）の縮小、社会保障機能の低下をもたらし、経済社会を「縮
小スパイラル」に突入させる、国の存続そのものにかかわる問題
・こどもを生み育てたいという個人の希望を叶えることは、個人の幸福追求の支援のみならず、少子化・人口減少の流れを大きく変え、経
済と社会保障の持続可能性を高め、「成長と分配の好循環」を実現する上で社会全体にも大きな福音
→ 最も緊急を要する取組は、「未来への投資」として、子育て・若者世代への支援を急速かつ強力に整備すること。子育て費用を社会全
体で分かち合い、こどもを生み育てたいと希望する全ての人が、安心して子育てができる環境の整備が急務

② これからも続く「超高齢社会」に備える
・働き方に中立的な社会保障制度を構築し、女性や高齢者を含め、経済社会の支え手となる労働力を確保する
・社会保障を能力に応じて皆で支える仕組みを構築し、医療・介護・福祉等のニーズの変化に的確に対応する

③ 「地域の支え合い」を強める
・独居者の増加、就職氷河期世代の高齢化、孤独・孤立の深刻化等を見据え、人々が地域社会との中で安心して生活できる社会の構築が必
要

２．全世代型社会保障の基本理念

３．全世代型社会保障の構築に向けての取組
○ 時間軸の視点

2040年頃までを視野に入れつつ、足元の短期的課題とともに、当面の2025年や2030年を目指した中長期的な課題について、「時間軸」
を持って取組を進めていくことが重要。（「今後の改革の工程」を提示。）

○ 地域軸の視点
社会保障ニーズや活用可能資源の地域的差異を考慮し、地域に応じた解決の手法や仕組みを考案することが重要。

①「将来世代」の安心を
保障する
「全世代」は、これから

生まれる「将来世代」も含
む。彼らの安心のためにも、
負担を先送りせず、同時に、
給付の不断の見直しが必要。

③個人の幸福とともに、
社会全体を幸福にする
社会保障は、リスク等に

社会全体で備え、個人の幸
福増進を図るとともに、健
康寿命の延伸等により社会
全体も幸福にする。

②能力に応じて、全世代
が支え合う
年齢に関わらず、全ての

国民が、能力に応じて負担
し、支え合うことで人生の
ステージに応じ、必要な保
障の提供を目指す。

⑤社会保障のDXに積極的
に取り組む
社会保障給付事務の効率

化、新サービスの創造等の
ため、社会保障全体におけ
るデジタル技術の積極的な
活用を図ることが重要。

④制度を支える人材やサー
ビス提供体制を重視する
人材確保・育成や働き方改

革、処遇改善、生産性向上、
業務効率化に加え、医療・介
護ニーズ等を踏まえたサービ
ス提供体制の構築が必要。

49
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団塊世代への期待

今からあなたができること （出典：「未来の年表２」 河合雅司著）

【個人ができること】

①働けるうちは働く

②１人で２つ以上の仕事をこなす

③家の中をコンパクト化する

【女性ができること】

④ライフプランを描く

⑤年金受給開始年齢を繰り下げ、起業する

【企業ができること】

⑥全国転勤をなくす

⑦テレワークを拡大する

【地域ができること】

⑧商店街は時おり開く
54

「戦略的に縮む」
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団塊世代への期待

55

生涯現役

・新しい高齢者像

・コミュニティワーク

・医療介護分野

住まい

・住み替え

ライフプラン

女性の健康という視点

居住支援の強化（現状・課題）

高齢者や低額所得者などの住宅確保要配慮者が地域で安心して生活できるよう、国土交通省等と連携し、賃貸人（大
家）が賃貸住宅を提供しやすい市場環境を整備するとともに、相談からの切れ目のない支援体制の構築を図る。

◼ 単身高齢者世帯の更なる増加、持ち家比率の低下等、住まい支援のニーズは今後ますます高まることが想定される。
◼ 一方で民間賃貸住宅の空き家は増加傾向。民間ストックは単身世帯向けの比較的小さいものが多い。
【参考】経済財政運営と改革の基本方針2023 第２章 ４．包摂社会の実現（共生・共助社会づくり）

人と人、人と社会がつながり、一人一人が生きがいや役割を持ち、助け合いながら暮らせる包摂的な共生社会づくりを推進する。このため、重層的支援体
制整備事業について、実施市町村の拡充を図るとともに、生活困窮者自立支援制度及び生活保護制度について就労、家計改善、住まいの支援などの強化等の
検討を行う。また、ユニバーサルデザインの街づくりや心のバリアフリーの取組の推進のほか、生活困窮者自立支援制度、住宅セーフティネット制度等の住
まい支援の強化を図るとともに、入居後の総合的な生活支援を含めて、住まい支援を必要とする者のニーズ等を踏まえ必要な制度的対応等を検討する。
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2015

2020

2025

2030

2035

2040
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単身高齢者世帯数の推移

11.7%

17.7%

（資料出所）国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計(全国推計)」(平成30年推計)

（万世帯）
住宅確保要配慮者の入居に対する大家の入居拒否感の有無

（資料出所）令和３年度国土交通省調査※（公財）日本賃貸住宅管理協会の賃貸住宅
管理業に携わる会員を対象にアンケート調査を実施（回答者数：187団体）
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平成5年 平成10年
平成15年 平成20年
平成25年 平成30年

年代別持家率の推移

40-49歳 50-59歳 60歳以上
（資料出所）総務省「平成30年住宅･土地統計調査」

近年、50歳代以下において減少傾向

ひとり親世帯

低額所得者

障害者

高齢者

約２割

約５割

約７割

有 約７割 無

空き家数（平成 3 0年）

空き家全体 約849万戸

うち賃貸用空き家 約433万戸

うち新耐震基準制定以
降に建設された住宅

約280万戸

（資料出所）総務省「平成30年住宅･土地統計調査」
※新耐震基準制定以降に建設された住宅戸数は「住宅・土地統計調査」及
び国土交通省「空き家所有者実態調査」より国土交通省が推計したもの。

目指す姿
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居住支援の強化

目指す姿①

• 生活困窮の相談窓口・重層的支援体制整備事業におけ
る住まい・入居後の生活支援の相談の明確化

• 居住支援協議会の設置促進【住】

改
正
内
容

住まいに関する総合相談窓口の設置

• 住まいに関する困りごとの相談に幅広く対応
• 居住支援協議会も活用しつつ、福祉関係の支援や不動産関係
の支援につなぐ

目指す姿②

• 居住支援事業について、地域の実情に応じた必要な支援の実施
を努力義務化

• 見守り支援の期間（１年）の柔軟化【省令】
• 居住支援法人等が緩やかな見守り等を行う住宅の仕組みを構築。
この住宅について、住宅扶助の代理納付を原則化【住】

改
正
内
容

見守り支援の強化・サポートを行う住宅の新設

• 生活困窮者に対する入居支援・入居中の訪問等による見守り支援等
を、より多くの自治体で地域の実情に応じて実施
※衣食住支援：331自治体・37%(2021年)、見守り支援：54自治体・6%(2022年)

• 住宅確保要配慮者への円滑な住宅（見守り等を行う賃貸住宅）の提
供に向けた環境整備

✓ 住まい確保等に関する相談支援から、入居時・入居中・退居
時の支援まで、切れ目のない支援体制が構築される

➔住まい確保に困っている者の自立の促進が図られる
大家の不安軽減により円滑な入居が実現する

✓ 住宅施策と福祉施策の連携により、安心な住まいの確保が図られる

目指す姿③

• 住居確保給付金を拡充
※転居費用の支給に当たっては、就職活動を要件としない

改
正
内
容

家賃の低廉な住宅への転居支援

• 家賃の低廉な住宅への転居のための初期費用（引っ越し代、
礼金等）を補助

目指す姿④

• 緊急一時的な居所確保を行う場合の加算創設【予算】

• 無料低額宿泊所の事前届出義務違反の罰則を創設
• 無届の疑いがある無料低額宿泊所を発見した場合の市町村から
都道府県への通知（努力義務）を創設

改
正
内
容

その他：良質な住まい等の確保

• 様々な要因により緊急一時的な居所確保が必要な者にも、衣食住の
支援を実施

• 無料低額宿泊所の事前届出の実効性確保

✓ 年金収入で暮らす高齢者や就労収入を増やすことが難しい者
が、低廉な家賃の住宅に引っ越すことが可能となる

➔家賃負担軽減により自己の収入等の範囲内で住み続けるこ
とができ、自立の促進が図られる

✓ 緊急時の支援の充実、生活保護受給者の住まいの質の向上が図られる

（※）国土交通省で「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律」の改正法案の提出を検討中。（【住】とあるものはこの法案による。）
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Ⅰ.女性健康科学の確立と性差医療研究の振興(女性健康センター設置･健康情報ネットワーク整備等)

Ⅱ.性差に着目した女性への合理的支援を充実する社会基盤の強化

Ⅲ.多彩な支援メニューの開発〔家庭/学校/職場/地域全体で〕
健康教育､女性の健康基本健診 分野毎アクションプラン･広報 フェムテック振興､評価推奨など

〔図２〕 女性の生涯の健康を包括的に支援する「女性の人生100年健康ビジョン(2024年更新版)」
                           ※性別に関わらない加齢性変化(老眼･歯槽膿漏･関節痛･白髪･性欲減退･臓器機能低下等)を除く

e.ライフコースアプローチ：人生各期の変化と生涯の連続性を念頭に研究開発･データヘルス推進、健康リテラシー向上･主体的ヘルスプランニング支援 など

成長･繁栄期(急増と周期的変化) フルブルーム期(長期の性ホルモン欠乏状態)
静熟移行期
(急減 揺らぎ)

性
ホ
ル
モ
ン
の
血
中
濃
度

初潮12歳~初産31歳(TFR1.3)~閉経50歳頃

60歳からのフルブルーム世代へ
サルコペニア 骨盤臓器脱 尿失禁 骨粗しょう症 認知症
皮膚乾燥 フレイル 高脂血症 血糖値上昇 など

d.老年期:活動性の維持
性ホルモンの長期欠乏で疾病リスクが高まる 
近親者との精神的つながりや体力維持のため
の活動を継続することが極めて重要

c.更年期 : 健康習慣の再建
性ホルモン急減による様々な
体調不良に対処し慢性疲労を
改善 女性に多い膠原病･甲状
腺機能障害などの鑑別 生活
スタイルを見直すことが必要

b.性成熟期:自分らしい生活
周期的な体調変化に対処し
ながら生殖の健康を維持、
妊孕性を考慮したキャリア
形成と家庭運営が重要

a.~思春期:月経周期に適応
性徴を受容し 生殖機能の
成熟に伴う対処法を習得 
月経周期等の体調管理と
生殖に関わる正しい知識
及び相談支援が必要

男性

0歳~幼少~思春期 性成熟期へ
月経痛 子宮内膜症 PMS 予期せぬ妊娠
やせ うつ DV･虐待 子宮頸がん など

35歳からの体調変化に備える世代へ
体調変化 不妊 乳がん 卵巣がん など

50歳前後の揺らぎ世代へ
不眠 めまい 動悸 抑うつ 体重増加
更年期障害 子宮体がん など

エストロゲン
男性

女性

女性

心身の不調とQOL低下へ
の適切な対応により社会
経済的損失を低減する

テストステロン

0        10         20             30             40             50             60             70             80             90 100     歳
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（備考）厚生労働省「令和５年賃金構造基本統計」「公的年金シミュレーター」「育児休業制度 特設サイト」「国民健康保険事業年報 令和３年度」「後期高齢者医療の保険料について」
「令和２年就労条件総合調査」「令和６年度 介護納付金の算定について（報告）」、中央労働委員会「令和５年賃金事情等総合調査」、国税庁「タックスアンサー」、総務省「地
方税制度」、日本年金機構「厚生年金保険料表」「被保険者・被扶養者関係（資格取得・喪失等）」、全国健康保険協会「第109回全国健康保険協会運営員会 参考資料１」、人事
院「令和５年職種別民間給与実態調査」より作成。世帯の給与所得等は22歳～64歳までの世帯の可処分所得の合計であり、給与所得の他に出産育児一時金、育児休業給付金、児童手
当が含まれる。四捨五入の関係で、合計や差分の値が合わない場合がある。

59

◆出産後に離職し、非正規等で再就職（ケース②－Ｂ，Ｃ）または再就職しない（ケース③）と、正社員で就労継続
した場合（ケース①－Ａ）と比べて、世帯の生涯可処分所得が約１．３億円～１．７億円低くなってしまう。

（億円）

①就労継続 ②離職後再就職 ③再就職なし

ケース①-A
就労継続・
正社員

ケース①-B
就労継続・
非正規（フルタイ
ム）

ケース②-A
再就職・
正社員

ケース②-B
再就職・
パート ・
「年収の壁」範囲内
（100万円）

ケース②-C
再就職・
パート・
「年収の壁」超え
（150万円)

ケース③
離職後・
再就職なし

世帯の生涯可処分所得 4.92 4.05 4.41 3.52 3.64 3.25

ケース①-Aとの差 ― -0.87 -0.51 -1.40 -1.28 -1.67

世帯の給与所得等
（税・社会保険料控除後）

3.48 2.92 3.11 2.52 2.56 2.25

世帯の退職金所得
（税・社会保険料控除後）

0.45 0.22 0.37 0.23 0.23 0.23

世帯の年金所得
（税・社会保険料控除後）

0.99 0.90 0.93 0.77 0.84 0.76

＜前提＞夫婦・こども２人世帯・29歳で第１子、32歳で第２子を出産。ケース②では第２子が６歳で復職。

女性の出産後の働き方別 世帯の生涯可処分所得

60

（資料出所）THE GLOBAL HEALTH OBSERVATORYExplore a world of health data （https://www.who.int/data/gho/publications/world-health-statistics）
（備考）平均寿命、健康寿命は2019年のデータ
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参 考

• 能力に応じて全世代が支えあう「全世代型社会保障」の構築に向け、将来世代も含めた全世代の安心を保障し、
社会保障制度の持続可能性を高めるため、「時間軸」に沿って、今後取り組むべき課題をより具体化・深化
させた「改革工程」を取りまとめ。

• ３つの「時間軸」で実施（①来年度（2024年度）に実施する取組、②加速化プランの実施が完了する2028 年度
までに実施について検討する取組、③2040年頃を見据えた、中長期的な課題に対して必要となる取組）

• 上記②の取組は、2028 年度までの各年度の予算編成過程において、実施すべき施策を検討・決定

働き方に中立的な社会保障制度等の構築

①2024年度に実施する取組
（労働市場や雇用の在り方の見直し）

•「同一労働同一賃金ガイドライン」等の必要な見直しの検討

•「多様な正社員」の拡充に向けた取組 等

②2028年度までに検討する取組

（勤労者皆保険の実現に向けた取組）

•短時間労働者への被用者保険の適用に関する企業規模要件の撤廃等

•フリーランス等の社会保険の適用の在り方の整理

•年収の壁に対する取組 等

③2040年頃を見据えた中長期的取組 •フリーランス・ギグワーカーの社会保険適用の在り方も含めた勤労者皆保険の構築など、働き方
に中立的な社会保険制度の在り方の検討

全世代型社会保障構築を目指す改革の道筋（改革工程）の概要
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医療・介護制度等の改革

①2024年度に
実施する取組

•前期財政調整における報酬調整の導入

•後期高齢者負担率の見直し

※上記２項目は昨年の通常国会で法改正実施済み

•介護保険制度改革

（第１号保険料負担の在り方）

•介護の生産性・質の向上

（ロボット・ICT活用、経営の協働化・大規模化、人員配置基準の柔軟化等）

•イノベーションの適切な評価などの更なる薬価上の措置を推進するための長期収載品の保険給付の在り方の見直し

•診療報酬改定、介護報酬改定、障害福祉サービス等報酬改定の実施

•入院時の食費の基準の見直し等

•生活保護制度の医療扶助の適正化

②2028年度ま
でに検討する
取組

（次ページへ続く）

（生産性の向上、効率的なサービス提供、質の向上）

•医療DXによる効率化・質の向上

全国医療情報プラットフォームの構築、標準型電子カルテの整備、医療情報の二次利用、診療報酬ＤＸ等

•生成AI等を用いた医療データの利活用の促進

•医療機関、介護施設等の経営情報の更なる見える化

•医療提供体制改革の推進

地域医療構想の取組推進、2025年４月の制度施行に向けて「かかりつけ医機能」が発揮される制度整備等

•介護の生産性・質の向上

ロボット・ＩＣＴの活用、経営の協働化や大規模化の推進等

•イノベーションの推進、安定供給の確保と薬剤保険給付の在り方の見直し（薬剤定額一部負担、薬剤の種類に応じた自
己負担の設定、市販品類似の医薬品の保険給付の在り方の見直し等）

•国保の普通調整交付金の医療費勘案等 ・国保の都道府県保険料率水準統一の更なる推進

•介護保険制度改革（ケアマネジメントに関する給付の在り方、軽度者への生活援助サービス等に関する給付の在り方）

全世代型社会保障構築を目指す改革の道筋（改革工程）の概要
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医療・介護制度等の改革

②2028年度ま
でに検討する
取組

（生産性の向上、効率的なサービス提供、質の向上（前ページからの続き））

•サービス付き高齢者向け住宅等における介護サービス提供の適正化 ・福祉用具貸与のサービスの向上

•生活保護の医療扶助の適正化等 ・障害福祉サービスの地域差の是正

（能力に応じた全世代の支え合い）

•介護保険制度改革（利用者負担（２割負担）の範囲、多床室の室料負担）

•医療・介護保険における金融所得の勘案や金融資産等の取扱い

※ 税制における確定申告の有無による保険料負担の不公平な取扱いの是正に向けた検討

•医療・介護の3割負担（「現役並み所得」）の適切な判断基準設定等

•障害福祉サービスの公平で効率的な制度の実現

（高齢者の活躍促進や健康寿命の延伸等）

•高齢者の活躍促進（７０歳までの就労機会の確保等）

•疾病予防等の取組の推進や健康づくり等

特定健診・特定保健指導や生活習慣病等の重症化予防の推進

高齢者の健康づくりや虚弱化予防・介護予防につながる地域社会と継続的な関係を保つ居場所づくり

•経済情勢に対応した患者負担等の見直し（高額療養費自己負担限度額の見直し、入院時の食費の基準の見直し） 等

③2040年頃を
見据えた中長
期的取組

•高齢者数がピークを迎える中で、必要なサービスが提供できる体制の実現に向けた検討

•科学的知見に基づき、標準的な支援の整理を含め、個人ごとに最適化された、質の高い医療・介護・障害福祉サービス
の提供に向けた検討

•人材不足がより深刻化する中で、ロボット・ＩＣＴやＡＩ等の積極的な活用等を通じた、提供体制も含めた効率的・効
果的なサービス提供の在り方の検討

•健康寿命の延伸による活力ある社会の実現に向けた検討

•人生100年時代を見据えた、持続可能で国民の満足度の高い社会保障制度の構築や世代間・世代内双方での公平性の観点
から、負担能力に応じたより公平な負担の在り方の検討

全世代型社会保障構築を目指す改革の道筋（改革工程）の概要

64
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全世代型社会保障構築を目指す改革の道筋（改革工程）の概要
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「地域共生社会」の実現

①2024年度に実施する取組
•重層的支援体制整備事業の更なる促進
•社会保障教育の一層の推進
•住まい支援強化に向けた制度改正 等

②2028年度までに検討する取組 •孤独・孤立対策の推進
•身寄りのない高齢者等への支援 等

③2040年頃を見据えた中長期的取組
•人口構造及び世帯構成が変化し、更に家族のつながりや地縁の希薄化が進むと考えられる中で、住
まい支援にとどまらず、人と人、人と社会がつながり、一人一人が生きがいや役割を持ち、助け合
いながら暮らせる包摂的な社会の実現に向けた検討


	既定のセクション
	スライド 1: 地域ケアサービスの現状と課題 　ー団塊世代は何をすべきかー
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8
	スライド 9
	スライド 10
	スライド 11
	スライド 12
	スライド 13
	スライド 14
	スライド 15
	スライド 16
	スライド 17
	スライド 18
	スライド 19
	スライド 20
	スライド 21
	スライド 22
	スライド 23
	スライド 24
	スライド 25
	スライド 26
	スライド 27
	スライド 28
	スライド 29
	スライド 30
	スライド 31
	スライド 32
	スライド 33
	スライド 34
	スライド 35
	スライド 36
	スライド 37
	スライド 38
	スライド 39
	スライド 40
	スライド 41
	スライド 42
	スライド 43
	スライド 44
	スライド 45
	スライド 46
	スライド 47
	スライド 48
	スライド 49
	スライド 50
	スライド 51
	スライド 52
	スライド 53
	スライド 54: 今からあなたができること　（出典：「未来の年表２」　河合雅司著）
	スライド 55: 団塊世代への期待
	スライド 56: 居住支援の強化（現状・課題）
	スライド 57: 居住支援の強化
	スライド 58
	スライド 59
	スライド 60
	スライド 61
	スライド 62: 全世代型社会保障構築を目指す改革の道筋（改革工程）の概要
	スライド 63: 全世代型社会保障構築を目指す改革の道筋（改革工程）の概要
	スライド 64: 全世代型社会保障構築を目指す改革の道筋（改革工程）の概要
	スライド 65: 全世代型社会保障構築を目指す改革の道筋（改革工程）の概要


